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厳冬期の災害を想定した訓練 

 

 

► 避難所における避難者等への防寒対策など  

  

 

積雪寒冷対策 

 積雪寒冷期において地震が発生した場合、他の季節と比べて被害の拡大や避難所の生活

環境、避難路の確保等に支障を生じることが懸念されるため、道、市町村及び防災関係機

関は、積雪・寒冷対策を推進することにより、災害の軽減に努めるとしており、災害時に

おける寒冷対策は、「避難所対策」と「被災者及び避難者対策」に大きく分けられる。 

 避難所対策では、市町村は、暖房等の需要の増大に対応するため、電源を要しない暖房

器具、燃料のほか、積雪寒冷期を想定した防寒具、スコップ等資機材の備蓄に努めること

としている。また、停電時に暖房設備の電源を確保するため、非常電源等のバックアップ

設備等の整備に努めるものとされている。 

 被災者及び避難者対策については、市町村は、被災者及び避難者に対する防寒用品の整

備・備蓄に努め、応急仮設住宅の建設についても積雪寒冷期での生活を確保するため、長

期対策の検討が必要とされている。 

 

１ 平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

積雪寒冷期における避難所の運営、防寒用品の備蓄、 
暖房設備の電源の確保等 

〇 検証の視点 

積雪寒冷期等 
検証項目⑭ 
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２－１避難所、避難者に対する積雪寒冷対策 

 北海道胆振東部地震が発生した９月の厚真町の平均気温は１６度前後、最低気温は約１

０度程度であり、積雪寒冷期で想定するような厳しい寒さではなかったものの、発災当初

から、被災者の健康を維持するため、また、中長期的な視点からも寒さに対する対策を行

う必要があった。 

 避難所における寒冷対策を含めて、避難者の生活環境を少しでも改善するため、毛布や

防寒用衣類等のほか、過去の災害の経験により、段ボールベッドの有効性が高く評価され

ている。北海道胆振東部地震では、国のプッシュ型支援、道及び関係機関の備蓄品及び災

害協定締結機関により避難所に段ボールベッドや防寒用衣類等が支援物資として送り込ま

れた。 

 

■避難所における段ボールベッド等の設置状況 

写真３-１４-１:厚真中央小学校の状況      写真３-１４-２:厚真町スポーツセンターの状況 

 

 

 市町村では、積雪寒冷期の地震災害や大規模停電を想定した暖房器具、資機材、発電機

などの備蓄が不十分であることが判明し、また避難所として利用される体育館等において

も、非常用発電機が整備されていないことから、冬期に停電が発生した場合における暖房

の確保が困難である現状が明らかになった。 

 また、避難所のトイレについては、屋外設置の仮設トイレが主体であったが、厚真町に

派遣された苫小牧市保有の福祉トイレカーは、要配慮者に負担の少ない構造となっている

だけでなく、水を使用しないバイオトイレを搭載していることから、積雪寒冷期に対応可

能なトイレとしても有効であると考えられる（写真３－１４－３から写真３－１４－５参

照）。 

 

 

 

 

 

２ 主な対応 
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■避難所におけるトイレの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３-１４-３:コンテナトイレ       写真３-１４-４:屋外仮設トイレ 

（「ウォレットジャパン株式会社」設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３-１４-５:苫小牧市保有の福祉トイレカー（左）及び搭載するバイオトイレ（右） 

 

ブラックアウトに際して、個人所有の小型発電機を使用した住民のなかには、室内で発

電機を稼働させる等、取扱いの不備に起因する一酸化炭素中毒で亡くなられた方もいた。 

さらに北海道胆振東部地震の教訓を踏まえて、小型発電機やポータブルストーブを家庭

に備える住民が、発災前より増加していると考えられることから、発電機の誤った使用や、

冬期においては屋内でのポータブルストーブの取扱い不備による一酸化炭素中毒発生リス

クの高まりが懸念される。 

また、熊本地震でも大きな問題となったエコノミークラス症候群についても、冬期にお

いては、停電の際に暖を取るために車中泊を選択する住民が増加すると考えられることか

ら、特に注意を要する。 

 

２－２応急仮設住宅の整備 

道が建設した応急仮設住宅は、第１期分が１０月３１日に、第２期分が１１月２１日及

び１１月２８日に完成したが、いずれも積雪寒冷期を見据えた寒冷地仕様の応急仮設住宅

が建設された。これら応急仮設住宅では、壁や天井、床に断熱材が追加されたほか、窓に

は内窓（ペアガラス）を設けて２重とし、機密性を高めるなどの対策が施された（図表３
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－１４－１参照）。 

 

■図表３－１４－１：応急仮設住宅の寒さ対策 
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評価できる事項 

 

【防寒対策について】 

〇 プッシュ型支援により、避難者・被災者の防寒対策として防寒衣類、段ボールベッド

等の支援ができた 

 

〇 本道の本格的な積雪寒冷期を前に、断熱性能やＦＦ式ストーブ等の設置など寒さ対

策を施した応急仮設住宅を整備した 

 

 

 

 

課     題 

 

【暖房器具等の取扱いや備蓄などについて】 

● 停電時における屋内での発電機やポータブルストーブの取扱いに係る注意喚起が充

分でなかった 

 

● 積雪寒冷期の地震災害や大規模停電を想定した暖房器具や資機材、発電機などの備

蓄が不十分であった 

 

● 避難所となる体育館等では自家発電機が整備されておらず、冬期の停電発生時にお

いて、暖房確保に不安がある 

 

● 冬場における火災の発生に関する教育の推進が求められる 

 

● 積雪寒冷期における屋外トイレの問題が考えられる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 評価できる事項、課題 
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提     言 

 

 積雪寒冷期を踏まえた資機材等の整備 

・ 市町村は、積雪寒冷となる本道の特性を踏まえた、避難所等における防寒対策を 

進める必要があり、停電時でも使用可能な暖房器具や発電機などの備蓄を充実させ

る必要がある【市町村】 

 

・ 道においては、市町村おける発電機等の整備に係る支援のほか、民間事業者との 

協定締結など、災害時に速やかな支援が行える体制を整備する必要がある 

 【道・事業者】 

 

 厳冬期の大規模災害を想定した防災教育や防災訓練 

・ 厳冬期の災害により大規模停電となった場合、暖を取るため車中泊や屋内におけ

る自家発電機の誤った使用が懸念され、エコノミークラス症候群や低体温症、また一

酸化炭素中毒の発生リスクが高まることから注意喚起が必要となり、道や市町村は、

厳冬期を踏まえた避難訓練や避難所運営訓練の実施、防災教育を通じた普及啓発に

取り組む必要がある。 

また、在宅避難を想定した訓練や携帯用トイレの活用、啓発活動が重要である     

【道・市町村・住民】（⑮防災教育の再掲） 

 

 積雪寒冷期に対応可能なトイレの確保 

・ 冬期における屋外トイレは、寒さなどにより利用環境が悪化するとともに、水道 

の凍結も予想されることから、市町村は冬期間でも使用可能なトイレの調達方法を

検討し、民間事業者との協定の締結などにより、必要な台数を確保できる体制を整備

する必要がある【市町村・事業者】 

 

 積雪寒冷期に対応した応急仮設住宅の整備 

・ これまでの寒冷地の応急仮設住宅の実積を踏まえ、断熱材や内窓の追加、風除室 

を備えた北海道仕様の仮設住宅を建設しており、今回の結果も検証しながら、北海道

の積雪寒冷に対応した応急仮設住宅について、引き続き検討を進める必要がある

【道】 

 

 

４ 課題等への対応に対する提言 


